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研究成果の概要（和文）：8小学校の児童・父母に調査を行い、①子どもの外在化問題（多動や問題行為など）
は父母も子どもと同様に認識しており、②診断アルゴリズムに基づくと全体の28％（男子36％、女子20％）が臨
床水準の傾向・疑いに該当すること、③内在化問題（うつ・不安など）についての父母の評価はほぼ一致する
が、④症状が顕著にならないと親は気づかないことを明らかにした。関連要因の検討から、外在化・内在化問題
には学校要因より家庭における親の養育態度や家族の雰囲気の関連の方が大きいことが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：We conducted a survey of children in eight elementary schools and their 
parents. Results obtained included: 1) parents were aware of their children’s externalizing 
problems (such as hyperactivity and problem behavior) as well as children, 2) 28% of the children 
(boys 36%, female 20%) were regarded as being any clinical level, and 3) the evaluation of their 
children’s internalizing problems (depression, anxiety) is almost the same between mother and 
father, but they could not notice the symptoms unless noticeable symptom level. Exploration of the 
related factors indicated that the internalizing/externalizing problems tended to associate more 
with the parent's parenting attitude and family atmosphere than the factors in school life.

研究分野：学校保健学　公衆衛生学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
二次的に学校生活への適応問題にもつながる子どもの内在化・外在化問題について、子どもに加え、父母にも調
査を行い、診断的アルゴリズムの適用と関連要因の探索により、包括的な実証研究を行っている点、さらに小学
校から中学校に進学した生徒にも追跡調査を行い、学校適応に前年度の小学校生活や家族・家庭の要因がいかに
関与し得るのかを因果的に検討している点で、本研究の成果の学術的意義は高い。そして、少子化社会において
多様な成長像を示す子どもを抱える養育者に対し、子育て支援教育にも活かせるエビデンスを提供するものであ
る。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１ 研究開始当初の背景 
小学校高学年～中学校期は第二次性徴の発現時期にあたり、外的（環境）変化のみならず内的
（生理的）変化の面からも、非常にストレスフルな時期である。この時期は精神的不調も顕在化
しやすいため、不登校や問題行動を含む学校適応問題対策の重要性が広く認識されている。中学
生期をいかに健やかに過ごすかは、アイデンティティの確立や社会的スキルの獲得など、その後
の発達課題の形成にも大きな影響を持つ。 
近年の調査報告（Höllingら, 2014）によると、少なくとも児童生徒の 10人に 1人が何らかの
情緒的・行動的問題を抱えているとされる。特に注意欠陥/多動性障害(ADHD)を抱える子どもは、
養育環境・教育環境などとの相互作用から二次障害を抱えやすいといわれ、早期発見と対処が望
まれている。小学校から中学校への移行期は学校環境の大きな変化を最初に経験する時期であ
る。学校システムも学級担任制から教科担当制に変わり、担任教師との関わりも大きく変化する。
中学校入学直後から経験する戸惑いは「中１ギャップ」と呼ばれ、精神的･行動的諸問題（内在
化･外在化問題行動）の発現リスクとなっている。 
このように、小・中学生期の適応過程は大きな社会的関心を集めているが、これまでの小･中
学生を対象にした報告のほとんどは横断研究であり、経時的変化や適応過程について言及でき
るものではない。小学校だけあるいは中学校だけでの年単位間隔での縦断調査報告は散見され
るものの、小学校～中学校に架けての追跡調査報告は諸外国を含めてもほとんど見当たらない。
科学的な解明には、同一個人を追跡した実証データが必要である。 
ところで、これまでの日本国内における児童･生徒の精神的･行動的諸問題に関する研究のほ
とんどは、自己評定データのみに基づいて行われてきた。これは、最も容易で研究者の負担も少
ないことが主な理由であるが、子どもたちの内在化問題･外在化問題行動を正確に評価するため
には、Child Behavior Checklistに代表されるような、養育者や教師などによる観察データも加え
た多角的な評価が望ましい。 
うつや不安のような内在化問題は自己評価でもある程度は把握できるが、外在化問題行動は
自己評価だけでは限界がある。いじめや暴力など衝動性制御力の欠如による児童･生徒の問題行
動は、依然として教育現場の大きな問題である。そこで、子どもの自己評価に養育者･教師によ
る評価を加えて内在化･外在化問題行動の発現態様を検討し、家庭および学校環境との相互作用
の解析から、それぞれの危険因子･防御因子を明らかにするという本研究の構想に至った。 
 
２ 研究の目的 
本研究では、公立小学校の 5･6年生を中学校まで個人レベルで追跡調査することにより、次の

3点を目的とした。すなわち、1) 小学校時代のベースラインの状態から、同一個人を複数の評価
者の多角的な情報源を用いて縦断調査することにより、思春期前期の大きなストレッサーであ
る中学校移行に伴う内在化･外在化問題行動の発現･顕在化態様の実態を明らかにすること。2) 
学校環境および家庭環境（含、養育態度）に関する調査も並行して行い、時間軸を踏まえて、内
在化外在化問題および学校適応状態に関わる学校･家庭の危険因子および防御因子を明らかにす
ること。さらに、3) 子どもの内在化問題･外在化問題行動の予防･低減のための養育者向け冊子
を試作し、他のコホート集団の養育者に対してこれを用いた教育プログラムの試用を試みると
いう計画であったが、豪雨災害により協力校の状況や体制の変更が生じ、研究代表者の異動もあ
って、最終的に実施を断念せざるを得なかった。 
 
３ 研究の方法 
【調査概要】2014～2015 年度は調査内容・測定尺度の選定および小学校の協力体制の構築のた
めの訪問・説明および同意形成に費やした。2016年度、A県内 4地域 8公立小学校 5・6年生お
よび担任教師、6校の児童の保護者に自記式質問紙調査票を用いた調査を行った。児童調査では、
担任教師より調査票を配布し、クラス内で記入後、個別の封筒に入れ回収した。保護者調査は、
各児童が父親・母親用調査票・封筒を自宅に持ち帰り、父母は個別に記入・封印し、児童が学校
に持参した。また、クラス担任にも各児童の評定を求めた。 
その結果、児童 541 名の自身の回答ならびに父親の回答 233 児童分、母親の回答 275 児童分
の評定データを得た。さらに翌年度、調査対象小学校の 6 年生および進学した中学校の 1 年生
計 134名に追跡調査を行った。他の小学校から進学してくる学校では、全クラスの生徒全員へ調
査でないと、公平性に問題が生じるということで、協力範囲が狭くなった。 
【調査項目】児童用調査票は、ライフスタイル（睡眠･食事）･学校および家庭に対する満足度・
親子関係・家族の雰囲気・子どもの強さと困難さアンケート日本語版(Strengths and Difficulties 
Questionnaire: SDQ)・学校ストレッサー・ソーシャル・サポート・レジリエンス・自己効力感に
関する項目や尺度で構成された。保護者用調査票は、親用 SDQおよび家族関係・家族機能に関
する尺度で構成され、父母それぞれに調査した。 
【研究デザイン】横断調査(児童 n=541)および縦断調査(一部の学校、n=134) 
【結果変数】SDQの 5下位尺度―行為問題、多動/不注意、情緒症状、仲間関係問題、向社会的
行動。なお、向社会的行動のみ好ましい行動傾向である。 
【統計解析】SDQの各尺度の評定値を評定者（本人・父・母・教師）間で比較した。さらにデー
タを項目反応理論により解析し、親と本人での症状把握の差異の検出のために特異項目機能
（Differential Item Functioning: DIF）の検討を行った。また、SDQの尺度得点および影響評定(症



状による学校・学習その他の生活場面へのネガティブな影響)を用いて、情緒障害(内在化問題)・
行為障害および多動性障害(いずれも外在化問題)の暫定診断を行うアルゴリズムを適用し、各障
害の有病率の算出ならびに個人・学校家庭変数との多変量解析では多重ロジスティック分析を
行った。さらに、SDQの各尺度得点でも解析を行い、相関分析（単変量解析）で有意な変数を用
いた重回帰分析(ステップワイズ法)により、関連の大きな変数を抽出した。縦断調査による SDQ
の変化の検討は、反復測定分散分析によった。 
 
４ 研究成果 

【性別・評定者別に見た評定値】 
主要 3 尺度（情緒不安定・問題行
動・多動不注意）の 4者からの評定平
均値（バーは 95%信頼区間）を左図に
示す。その上の横バー上の*は 2者間
の平均値に有意な差が認められるこ
とを示している。 
情緒不安定では，評定者と児童の
性別との有意な交互作用が認められ
た（F(2.42, 510.69)=3.44, MSe=3.11, p 
=.025, ηp

2=.016）。すなわち、評価値が
児童の性別と評定者（本人・父・母・
教師）の組合せによって異なってい
た。下位検定の結果，児童本人が他よ
り著しく高値で、父母・担任教師の評
定平均値のいずれとも有意な差を認
めた。担任教師の評定は最低値を示
したが、特に女子児童に対する平均
定値は男子児童の半分と著しい低値
であった。 
問題行動では評定者と児童の性別
との交互作用は認められなかった。
すなわち、児童の性別と評定者（特に
本人・父・母）の組合せによって評価
値が異なることはなかった。しかし、
教師評定は他よりも有意に低値で、
特に女子に対する評定は顕著に低く
なっていた。 
多動不注意では評定者と児童の性
別との有意な交互作用が認められ（F 
(2.86, 600.50)=4.29, MSe=2.94, p=.0006, 
ηp

2=.02）、男女間での差は著しく、特
に担任教師の評定で顕著であった。 
 
【特異項目機能 DIF】 
評定者による評価の相違をより正
確に検討するために、DIF解析を行っ
たところ、1) 情緒不安定項目ではほ
とんどの項目で顕著な DIF を認め、
が認められ、子どもの症状が進まな
いと父母が内在化問題に気づかない

こと、2) 外在化問題（問題行動、多動不注意）では親子間での DIFはごく一部であり、親子で
ほぼ同様の認識にあること、3) 父母間では子どもの問題症状の認識はほぼ一致していることを
明らかにした。 
さらに、児童の性別による DIF検討から、4) 父母とも娘に対してはより問題視する傾向があ
ること（同程度の問題水準でも、娘の場合には父母はより高く評定する）、5) 息子ではいじめ・
からかわれに遭っていると過剰に評価され、娘では過小評価されている（見逃されている）可能
性があることなどを明らかにした（Jpn Psychol Res 62: 87-100, 2020）。 
 
【保護者・教師評定の先行研究との比較】 
表 1に父・母親評定による各尺度得点と野田ら(2012)のデータを示す。父親評定値では、多動・
不注意で男子が有意に高く、向社会的行動では女子が有意に高値を示した。母親評定値では、総
合困難度で男子が有意に高値であった。問題行動は学年×性別の交互作用を認め、5年生では男
子が顕著に高いものの、6 年生では男女ほぼ同値だった。多動・不注意は男子が有意に高値で、
向社会的行動では女子が高値だった。 



 
野田ら(2012)との比較では、6年男子の総合困難度がわずかに高く、主に情緒不安定・多動不
注意に対する父親の評定が高いことによるものだった。一方、5年生および 6年女子の向社会的
行動は、本研究の方が高くなっていた。全体としては、野田らの報告値との顕著な差異は認めら
れなかった。 
 

【診断アルゴリズムによる暫定診断】 
541名全体のうち、情緒障害の傾向が 20名（4%）・疑いが 3名（1%）に認められた（表 2）。
同様に、行為障害は順に 120名（22%）・28名（5%）、多動性障害は 29名（5%）・5名（1%）に
認められ、このいずれかでは 126名（23%）・28名（5%）に上った。尺度得点では、多動・不注
意尺度の平均点の方が問題行動尺度のそれよりも 2 点以上高いが、アルゴリズムの区分点が高
く設定されているために、むしろ行為障害の方が高頻度で認められる結果となっていた。「疑い」
を学校現場で留意すべきレベルとみなすと、内在化問題（情緒障害）は 1%、外在化問題は 5%
で、内訳では行為障害が 5%、すなわち 20人に 1人が該当していた。 
行為障害・多動性障害では男女差が顕著に認められた。男子の 35%程度が行為障害の傾向あ
り以上だった。女子でも 20%が該当した。多動性障害は男子で 10%程度，女子では疑いレベル
の児童はおらず，傾向ありも 2%であった。5年生と 6年生の差異は認められなかった。 
 
【内在化問題・外在化問題に関連する個人・学校・家庭要因】 
表 3に情緒障害・行為障害・多動性障害および向社会的行動と個人・学校・家庭要因との関連
性の検討結果を示す。情緒障害・行為障害・多動性障害では、負の数値が各障害を軽減する方向
での関連を表し、正の数値は各障害のリスクを上げる方向での関連を表す（向社会的行動尺度で
は逆）。表の下段の横線の上は、児童本人が回答した個人要因・学校要因・家庭要因の各変数と
目的変数との相関係数である。負の関連は、朝食を毎日食べる、レジリエンスが高い、父母のサ

表 1

表 2



ポート、親子関係が親密、家族の雰囲気が良いなどであった。逆に正の関連は、担任教師や学級・
学校への不満、友人関係や勉強ストレッサーが高い、親が統制的な関わりをしているであった。 
表の下段の横線の下は、父親・母親、それぞれが評定した家族の雰囲気・家族機能(凝集性・

柔軟性・秩序)との関連
性を示している。父母
とも家族の雰囲気がい
いこと、柔軟性が高い
ことが各障害の軽減な
いし予防に関与してい
ることがうかがえる。 
 
【多変量解析による変
数抽出】 
有意な関連性を示し
た変数の中から、相対
的により重要な関わり
を持つ変数を、ロジス
ティック回帰分析なら
びに重回帰分析（向社
会性尺度）を用いて検
討した。各障害の診断
区分では障害なしを 0、
傾向・疑いを 1とした。
情緒障害の危険因子は
友人ストレッサーで、
防御因子はレジリエン
スの意欲的活動性およ
び家族（母親評定）の柔
軟性であった。なお、こ
の 2 つの防御因子は多
動性障害でも有意な防
御因子として検出され
た。行為障害では、学校
不満足・統制的な親の
関わりが危険因子、家
族の雰囲気（母親評
定）・教師サポートが防
御因子であった。学校
不満足は多動性障害の
危険因子でもあった

（The 7th Asian Congress of Health Psychology International Conference Proceedings, 123-132, 2019）。 
 
【追跡調査データの解析】 
次年度の追跡調査の結果、小学 5 年から 6 年に進級した群に大きな変化は認められなかった
が，小学 6年から中学 1年に移行した群では，外在化・内在化問題とも得点が上昇(増悪)してい
た。前年度の学校・家庭に関する回答を説明要因とし、前年度からの SDQ各尺度得点の変化を
目的変数として、ステップワイズ重回帰分析を行った。その結果、問題行動の変化に有意な関連
を示した変数は、母親からのサポートのみで、（前年度の）母親からのサポートが大きければ問
題行動スコアの上昇は抑制されていることが明らかとなった。多動不注意は、友人ストレス・友
人不満足が高く、意欲的活動性が低いと悪化していた。情緒不安定は楽観性および自己効力感
（安心）が低いと悪化し、仲間関係問題は学級不満足が高いと悪化していた。一方、向社会性の
変化に影響要因は検出されなかった。 
 
まとめ 
児童の内在化・外在化問題の発現頻度の探索および関連要因の検討を目的として、児童・保護
者・担任教師への調査を行った。情緒障害が疑われる児童は 1%未満で、行為障害は 5%、多動性
障害は 1%程度で、行為障害の頻度が高いことが明らかとなった。これに各障害の傾向ありを加
えると、情緒障害・多動性障害では 5%程度、行為障害では全体のほぼ 1/4という高率であった。 
これらの内在化・外在化問題の危険因子として、抽出されたのは学校ストレッサーや学校不満
足、統制（厳しいしつけ）であった。その逆の防御因子としては、朝食摂食・レジリエンス・父
母のサポート・親密な親子関係や家庭の状況の良さなどであった。危険因子よりも多くの防御因
子が家庭・親子関係の領域で認められたことは大きな特徴であり、子どもとの望ましい接し方を
保護者に教育することで、内在化・外在化問題の発現程度が抑制できる可能性が示唆された。 
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